
レジリエンス研究教育推進コンソーシアム令和元年度第 1 回運営委員会議事次第

1 日時：令和元年 10 月 25 日(金)12 時 15 分～13 時 30 分 
2 場所：関西大学梅田キャンパス KANDAI Me RISE 7 階 705 教室 
3 議事 
令和元年度第 1 回運営委員会出席者名簿について ············································· 資料 1 (P1～) 
【審議事項】

(1) 事務運営に関する申合せについて（案） ················································· 資料 2 (P3～)
(2) その他

【報告事項】

(1) Joint Seminar 減災との共同シンポジウムについて ·································· 資料 3 (P5~)
(2) 令和元年度第 2 回幹事会（R1.7.22）について ········································· 資料 4 (P7~)
(3) 令和元年度第 3 回幹事会（R1.9.30）について ········································· 資料 5 (P11~)
(4) 筑波会議 2019 サブセッション開催報告について ····································· 資料 6 (P13~)
(5) 協働大学院に関する協定について ·························································· 資料 7 (P17~)
(6) リスク工学専攻主催「第 184 回リスク工学研究会」開催について ··············· 資料 8 (P21~)
(7) 卓越大学院プログラムについて ····························································· 資料 9 (P23~)
(8) その他

・ 協働大学院教員の追加提案について

・ コンソーシアム参画機関所属者向けのリスク・レジリエンス工学学位プログラムリーフレ

ットについて

4 配付資料 
資料 1 令和元年度第 1 回運営委員会出席者名簿 
資料 2-1 事務運営に関する申合せ（案）について

資料 2-2 事務運営に関する申合せ（案）

資料 3-1 Joint Seminar 減災・レジリエンス研究教育推進コンソーシアムシンポジウム次第 
資料 3-2 Joint Seminar 減災・レジリエンス研究教育推進コンソーシアム共同シンポジウム 

事前登録状況・参画機関出展状況

資料 4 令和元年度第 2 回幹事会議事要旨 
資料 5 令和元年度第 3 回幹事会議事要旨 
資料 6-1 筑波会議 2019 サブセッション「レジリエンス社会の実現に向けた防災・ヒューマン 

ファクター・サイバーレジリエンス」開催報告について

資料 6-2 Tsukuba Conference 2019 Session Report 
資料 7-1 協働大学院の教育研究への協力に関する協定書について

資料 7-2 国立大学法人筑波大学とレジリエンス研究教育推進コンソーシアムにおいて設置する

協働大学院の教育研究への協力に関する協定書（ひな型）

資料 8 リスク工学専攻主催「第 184 回リスク工学研究会」開催について

資料 9-1 卓越大学院プログラム概要

資料 9-2 筑波大学で検討中の卓越大学院プログラム構想概要

資料 9-3 筑波大学で検討中の卓越大学院プログラムの基本情報

資料 9-4 筑波大学で検討中の卓越大学院プログラム計画調書

5 その他 今後の予定 
Joint Seminar 減災との共同シンポジウム、レセプション 
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Tsukuba Conference 2019 Session Report 

Date of Report: 2019. 10. 31 

1. Session Title
Disaster Resilience, Human Factors, Cyber Resilience toward 

Realization of Resilience Society 

2. Session Organizer’s Name
Yuichiro Usuda 

3. Date & Time of the session October 3rd 13:30-15:00, 2019 

4. Venue Tsukuba International Congress Center, Conference Room 201B 

5. Session ID N03C 

6. Number of the Participants

Total: 46   (Speakers: 4   ,  Audience: 42   ) 

7. Summary of the Session 150 words minimum

This session was held by 4 institutions that participates in “Resilience Research and Education Promotion 

Consortium”; SECOM Company Limited from Japan, National Research Institute for Earth Science and Disaster 

Resilience from Japan, National Science and Technology Center for Disaster Reduction from Taiwan, and 

University of Tsukuba from Japan. 

     At first, Dr. Yasunori Endo greeted, and Dr. Yuichiro Usuda explained the purpose. 

 Second, 3 presentations below was made. 

 Dr. Chi-Wen Chen “Mass Movement Warning System in Taiwan Using Soil Water Index” 

 Mr. Husam Muslim “Human Factors Solutions for Improving Human Interaction with Automation” 

 Dr. Masaki Shimaoka “Cybersecurity toward Resilient Social Infrastructure” 

     At the end, there was a discussion. As a result of the presentation and discussion, the following knowledge 

was obtained. 

 In order to realize a high disaster prevention resilience society, risk and vulnerability assessment, monitoring 

and early warning, reliable knowledge, and systematic preparation are important. 

 In human-centered design, the user should understand the situation of the automatic system, secure the users 

high skill, and ensure that the user stays in the control loop. In situations where machines cannot handle, 

humans are required to respond appropriately. 

 Cyberspace society needs to consider such as uncertainties, presence of malicious users, and unintentional 

attackers. To realize cyber resilience, it is important to evaluate risks that threaten security and safety, and to 

understand business environment systems and changes over time. 

 The resilience situation in each field is very different. In a system with diverse members, there is a rapid 

change of the assumptions. Realizing a resilience society is difficult, but an urgent issue. 
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8. Photos

Greeting by Dr. Yasunori Endo Presentation by Dr. Chi-Wen Chen 

Presentation by Mr. Husam Muslim Presentation by Dr. Masaki Shimaoka 

Conclusion by Dr. Yuichiro Usuda Group photo by participants 

9. Comments & suggestions

It would be better to discuss more about the contact points between Disaster Resilience, Human Factors,

and Cyber Resilience for Resilience Society.

* Please adjust the size of the fields if necessary.

Reporter:    Yuichiro Usuda

Session Report 9.

9 9  

N.B. This report will be made public except for Field 9. Please fill out all the fields but Field 9 in 

English. (Field 9 can be filled out in English or Japanese.) 
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2018～2019年度 リスク工学研究会スケジュール 

回 日時 講演者 所属 講演タイトル

2018 年度 

1 166 4月12日(木) 
17:00-18:00 

Mario 
Arturo Ruiz 
Estrada 

マレーシア
マラヤ大学

Hydrological Hazard Assessment: The 2014-15 
Malaysia floods／A New Model to Evaluate the 
Economic Effects of Floods and Its Application 
in China  

2 167 5月21日(月) 
15:15-16:15 面 和成 筑波大学 暗号通貨のセキュリティ

3 168 6月4日(月) 
15:15-16:15 亀山 啓輔 筑波大学 筑波大学の情報環境の維持とリスク

4 169 6月14日(木) 
18:15-19:15 倉橋 節也 筑波大学 データからモデルベース政策形成へ

5 170 7月2日(月) 
15:15-16:15 趙 方明

HDI Global 
SE社 

サイバー保険の現状と今後の課題  - How to
deal with the "residual" Cyber Risk? A multi-
effect approach - Cyber Insurance

6 171 10月22日(月) 
18:15-19:15 島田 貴仁 科学警察研究所

リスクとしての犯罪―犯罪被害予防のため
の心理学的アプローチ

7 172 11月14日(水) 
18:15-19:15 足立 高徳 首都大学東京 アルゴリズム取引の実際

8 173 11月19日(月) 
18:15-19:15 内山 祐介 筑波大学 確率論的リスク解析の基礎数理

9 174 11月26日(月) 
18:15-19:15 

川上 啓一
中條 恵理華

東京海上日動リ
スクコンサルテ
ィング株式会社

企業向け交通事故削減コンサルティングと
いう仕事

10 175 12月10日(月) 
18:15-19:15 北﨑 智之

産業技術総合研
究所

自動運転技術の進化と普及における新たな
交通事故のリスク

11 176 12月17日(月) 
18:15-19:15 三本 知明

KDDI総合研究
所

行列分解のプライバシ保護技術としての可
能性

12 177 1月11日(金) 
18:30-19:30 関谷 直也 東京大学 災害社会科学

2019年度 

1 178 5 月 20 日(月) 
18:30-19:30 本城 慶多

埼玉県環境科学
国際センター

気候変動の不確実性と集団の意思決定

2 179 6 月 3 日(月) 
18:15-19:15 木下 陽平 筑波大学

合成開口レーダー干渉法（ InSAR）で大気を
診る : GPS に続く宇宙測地技術の気象学的応
用へ

3 180 6 月 17 日(月) 
18:15-19:45 

今井 賢樹
石田 守也

東京電力ホール
ディングス株式
会社

福島第一原子力発電所の事故と廃炉作業の
現状／企業はどのような人材を求めている
か

4 181 7 月 1 日(月) 
18:15-19:15 齊藤 裕一 筑波大学

ヒヤリハットデータ解析に基づく先読み運
転知能の高度化

5 182 10 月 7 日(月) 
18:15-19:15 高橋 雅夫 統計センター 公的統計の品質向上に関する取り組み

6 183 10 月 21 日(月) 
18:15-19:15 村上 正浩 工学院大学 ターミナル駅周辺地域のエリア防災対策

7 184 11 月 18 日(月) 
18:15-19:15 佐波 晶 大日本印刷株式

会社
博士の企業就職というキャリアパス

8 185 12 月 2 日(月) 
18:15-19:15 Chris Dai 株 式 会 社

LONGHASH （調整中）

9 186 12 月 16 日(月) 
18:15-19:15 佐藤 稔久

産業技術総合研
究所

（調整中）

10 187 12 月 23 日(月) 
18:30-19:30 山中 英生 徳島大学 （調整中）

※2019 年度は開催目安である 10 回分は予定済だが、追加も可能。

※2020 年度は講演者未定。
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卓 越 大 学 院 プ ロ グ ラ ム に つ い て

　
博
士
課
程
を
設
置
す
る
我
が
国
の
国
公
私
立
大
学
が
、
新
た
な
知
の
創
造
と
活
用
を
主
導
し
、
次
代
を
牽

引
す
る
価
値
を
創
造
す
る
と
と
も
に
、
高
度
な
「
知
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
」を
育
成
す
る
た
め
に
、
養
成

す
べ
き
人
材
像
を
明
確
に
設
定
し
、
博
士
課
程
前
期
・
後
期
一
貫
し
た
質
の
保
証
さ
れ
た
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
構
築
・
展
開
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
対
象
と
し
て
い
ま
す
。

　
本
事
業
は
、
我
が
国
を
リ
ー
ド
す
る
大
学
院
改
革
事
業
と
し
て
、
各
大
学
に
お
い
て
検
討
さ
れ
る
各
大
学

院
の
特
色
・
強
み
を
生
か
し
た
独
自
の
構
想
づ
く
り
に
期
待
し
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
自
由
な
発
想
を
生
か

し
た
提
案
が
求
め
ら
れ
る
も
の
で
す
。

●
支
援
対
象
：
博
士
課
程
を
設
置
す
る
国
公
私
立
大
学

●
事
業
の
期
間
：
７
年
間（
４
年
度
目
の
評
価
に
お
い
て
個
別
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
評
価
に
加
え
、
事
業
全
体
と

し
て
の
評
価
も
行
い
、
８
年
度
目
以
降
取
り
扱
い
に
つ
い
て
検
討
し
ま
す
）

●
事
業
規
模（
平
成
3
0
年
度
）：
上
限
額
４
億
２
千
３
百
万
円

●
公
募
の
領
域
：
博
士
人
材
を
育
成
す
る
場
と
し
て
、
以
下
の
①
～
④
の
４
つ
の
領
域
を
設
定
し
て
い
ま
す
。

①
我
が
国
が
国
際
的
な
優
位
性
と
卓
越
性
を
示
し
て
い
る
研
究
分
野

②
社
会
に
お
い
て
多
様
な
価
値
・
シ
ス
テ
ム
を
創
造
す
る
よ
う
な
、文
理
融
合
領
域
、学
際
領
域
、新
領
域

③
将
来
の
産
業
構
造
の
中
核
と
な
り
、経
済
発
展
に
寄
与
す
る
よ
う
な
新
産
業
の
創
出
に
資
す
る
領
域

④
世
界
の
学
術
の
多
様
性
を
確
保
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
我
が
国
の
貢
献
が
期
待
さ
れ
る
領
域

●
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
：
卓
越
大
学
院
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会（
以
下
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
」と
い
う
。）
に
プ

ロ
グ
ラ
ム
オ
フ
ィ
サ
ー
（
以
下
「
P
O
」と
い
う
。）
を
置
き
、
採
択
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
恒
常
的
な
進
捗

状
況
の
把
握
、
相
談
、
助
言
等
を
行
い
ま
す
。

プ
ロ
グ
ラ
ム
全
体
の
イ
メ
ー
ジ

事
業
の
概
要

概
　
要

【
卓
越
大
学
院
プ
ロ
グ
ラ
ム
】

国
内
外
か
ら

優
秀
な
学
生
・
教
員
・

研
究
者
の
獲
得

新
た
な
共
同

研
究
創
出

学
生
の
共
同

研
究
参
加

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

教
員
・
研
究
者

の
人
事
交
流

社
会
人
の

博
士
学
位

取
得
促
進

新
た
な
共
同

研
究
創
出

学
生
の
共
同

研
究
参
加

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

教
員
・
研
究
者

の
人
事
交
流

社
会
人
の

博
士
学
位

取
得
促
進

連
携
機
関
と
共
に
博
士
課
程
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
築

人
材
育
成
・
交
流
・
共
同
研
究
の
ハ
ブ
形
成

持
続
的
な
拠
点
運
営
の
サ
イ
ク
ル
構
築

あ
ら
ゆ
る
セ
ク
タ
ー
を
牽
引
す
る
卓
越
し
た
博
士
人
材

●
 世
界
の
学
術
研
究
を
牽
引
す
る
研
究
者

●
 イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
リ
ー
ド
す
る
企
業
人

●
 新
た
な
知
の
社
会
実
装
を
主
導
す
る
起
業
家

●
 国
内
外
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
セ
ク
タ
ー
で
政
策
立
案
を
リ
ー
ド
す
る
人
材
 等

大
学
共
同

利
用
機
関

国
立
研
究

開
発
法
人

他
研
究
機
関

国
内
外

ト
ッ
プ
大
学

官
公
庁

N
G
O
,N
P
O

民
間
企
業

5
W

IS
E 

Pr
og

ra
m

 D
oc

to
ra

l P
ro

gr
am

 fo
r W

or
ld

-le
ad

in
g 

In
no

va
tiv

e 
& 

Sm
ar

t E
du

ca
tio

n

卓 越 大 学 院 プ ロ グ ラ ム に つ い て

卓
越
大
学
院
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て

　
大
学
院
の
量
的
拡
大
を
経
て
の
修
士
・
博
士
人
材
の
増
、
大
学
に
お
け
る
研
究
環
境
の
一
定
の
改
善
、
世

界
的
な
競
争
力
を
有
す
る
研
究
分
野
の
増
加
等
が
進
む
一
方
、
経
済
成
長
が
低
下
す
る
中
で
世
界
に
お
け
る

我
が
国
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
は
揺
ら
い
で
い
ま
す
。
特
に
、
近
年
で
は
優
秀
な
日
本
人
の
若
者
が
博
士
課
程
に
進

学
し
な
い
「
博
士
離
れ
」の
状
況
が
、我
が
国
の
知
的
創
造
力
を
将
来
に
わ
た
っ
て
低
下
さ
せ
、
学
術
や
科
学

技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
含
め
た
国
際
競
争
力
の
地
盤
沈
下
を
も
た
ら
し
か
ね
な
い
深
刻
な
事
態
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
今
後
我
が
国
が
豊
か
さ
を
維
持
し
成
長
し
て
い
く
た
め
に
は
、
経
済
・
社
会
の
変
化
が
急
速
に
進
む

中
で
世
界
の
産
業
構
造
を
捉
え
、
将
来
の
新
た
な
基
幹
産
業
を
我
が
国
が
主
導
し
て
創
出
す
る
こ
と

（
S
oc
ie
ty
5
.0
社
会
の
実
現
）が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
今
日
の
大
学
院
に
は
、
そ
の
源
と
な
る
知
や
技
術

を
生
み
出
す
と
と
も
に
、
そ
れ
ら
を
社
会
的
価
値
に
つ
な
げ
る
こ
と
の
で
き
る
人
材
を
輩
出
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
平
成
27
年
以
降
、
政
府
の
未
来
投
資
会
議
や
中
央
教
育
審
議
会
に
お
い
て
、
我
が
国
が
強
み
を
持
つ
分

野
で
企
業
や
海
外
機
関
等
と
大
学
が
連
携
し
最
先
端
の
教
育
を
可
能
と
す
る
「
卓
越
大
学
院（
仮
称
）」
の

創
設
が
提
言
さ
れ
、
以
降
、
文
部
科
学
省
や
日
本
学
術
振
興
会
に
お
い
て
そ
の
具
体
的
な
制
度
設
計
が
検

討
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　
こ
れ
を
受
け
、平
成
30
年
度
よ
り「
卓
越
大
学
院
プ
ロ
グ
ラ
ム
」事
業
が
開
始
さ
れ
ま
し
た
。
本
事
業
は
、

政
府
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
戦
略
の
中
に
も
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
本
事
業
は
、
新
た
な
知
の
創
造
と
活
用
を
主
導
し
、
次
代
を
牽
引
す
る
価
値
を
創
造
す
る
と
と
も
に
、
社

会
的
課
題
の
解
決
に
挑
戦
し
て
、
社
会
に
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
も
た
ら
す
こ
と
が
で
き
る
博
士
人
材（
高
度

な
「
知
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
」）
を
育
成
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　「
卓
越
大
学
院
プ
ロ
グ
ラ
ム（
W
IS
E 
P
ro
gr
am
：D
oc
to
ra
l P
ro
gr
am
 f
or
 W
or
ld
-le
ad
in
g 
In
no
va
tiv
e 
& 
Sm
ar
t 

E
du
ca
tio
n）
」は
、各
大
学
が
自
身
の
強
み
を
核
に
、こ
れ
ま
で
の
大
学
院
改
革
の
成
果
を
生
か
し
、国
内
外
の
大
学
・

研
究
機
関
・
民
間
企
業
等
と
組
織
的
な
連
携
を
行
い
つ
つ
、
世
界
最
高
水
準
の
教
育
力
・
研
究
力
を
結
集
し
た
５
年

一
貫
の
博
士
課
程
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
築
す
る
こ
と
で
、
あ
ら
ゆ
る
セ
ク
タ
ー
を
牽
引
す
る
卓
越
し
た
博
士
人
材

を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
人
材
育
成
・
交
流
及
び
新
た
な
共
同
研
究
の
創
出
が
持
続
的
に
展
開
さ
れ
る
卓
越
し
た
拠

点
を
形
成
す
る
取
組
を
推
進
す
る
事
業
で
す
。

目
　
的

背
　
景

経
　
緯

事
業
の
目
的
と
背
景

4
W

IS
E 

Pr
og

ra
m

 D
oc

to
ra

l P
ro

gr
am

 fo
r W

or
ld

-le
ad

in
g 

In
no

va
tiv

e 
& 

Sm
ar

t E
du

ca
tio

n
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R
e

s
il

ie
n

c
e

R
is

k

リ
ス
ク
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

卓
越
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

★
「
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
研
究
教
育
推
進
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
参
画
機
関

So
ci

et
y 

5
.0
の
実
現
に
工
学
的
見
地
か
ら
取
り
組
み
た
い
受
験
生

博
士
（
工
学
）

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
入
試

持
続
可
能
な
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

社
会
を
実
現
す
る
人
材

リ
ス
ク
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
卓
越
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

教
育
研
究
拠
点

(国
内

)
筑
波
大
学
★

(代
表
拠
点

)
シ
ス
テ
ム
情
報
工
学
研
究
群

生
命
地
球
科
学
研
究
群
(環

境
学
)

人
間
総
合
科
学
研
究
群
(心

理
学
)

ビ
ジ
ネ
ス
科
学
研
究
群
(経

営
学
/法

学
)

研
究
拠
点

(海
外

)
台
湾

N
C

D
R

 ★

教
育
研
究
拠
点

(海
外

)
国
立
台
湾
大
学

チ
リ
大
学

グ
ル
ノ
ー
ブ
ル
大
学

研
究
拠
点

(国
内

)
防
災
科
学
技
術
研
究
所
★

(サ
ブ
拠
点

)
産
業
技
術
総
合
研
究
所

★
電
力
中
央
研
究
所

★
日
本
自
動
車
研
究
所

★
海
上
・
港
湾
・
航
空
技
術
研
究
所

電
子
航
法
研
究
所

★
労
働
者
健
康
安
全
機
構

労
働
安
全
衛
生
総
合
研
究
所

★
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構

宇
宙
航
空
研
究
開
発
機
構

働
く
人
へ
の
心
理
支
援

開
発
研
究
セ
ン
タ
ー
(筑

波
大
学
)

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
開
発
拠
点

(国
内

)

セ
コ
ム
★

(サ
ブ
拠
点

)
大
日
本
印
刷

★
N

EC
 ★

ス
リ
ー
エ
ム
ジ
ャ
パ
ン

★
D
R
Iジ

ャ
パ
ン

★
東
急
ﾌ
ｧ
ｼ
ﾘ
ﾃ
ｨ
㈱

関
彰
商
事

鹿
島
ア
ン
ト
ラ
ー
ズ

常
陽
銀
行

関
東
鉄
道

つ
く
ば
市

つ
く
ば
み
ら
い
市

常
総
市

在
チ
リ
日
本
大
使
館

連 携 協 議 会 （ 教 員 選 出 ・ 教 育 課 程 編 成 ・ 入 試 協 力 ・ 参 画 機 関 認 定 等 ）

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
開
発
拠
点

(海
外

)
セ
コ
ム

★
3
M

D
R
Iイ

ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
(N
Y
)

専
門
科
目

Lv
.2

-4
後
期
特
別
研
究

Lv
.5

専
門
基
礎
科
目

Lv
.1

-3
前
期
特
別
研
究

Lv
.2

知
識
・
能
力リ
ス
ク
レ
ジ
リ

エ
ン
ス
専
門
力

俯
瞰
力

プ
レ
ゼ
ン
力

問
題
解
決
力

国
際
力

学
位
プ
ロ

グ
ラ
ム

活
動
評
価

委
員
会

P
B

Lイ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
【
長
期
】

Lv
.4

（
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
参
画
機
関
）

サ
ー
キ
ッ
ト
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
【
中
期
】

Lv
.2

（
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
参
画
機
関
）

国
内

D
u

al
D

e
gr

e
e

 P
ro

gr
am

(+
修
士
（
環
境
科
学
）

)L
v.

3

サ
ブ
拠
点

P
B

L特
別
演
習

Lv
.2

（
セ
コ
ム
・
防
災
科
研
）

海
外

D
o

u
b

le
D

e
gr

e
e

P
ro

gr
am

 (
+P

h
.D

.)
Lv

.5

俯
瞰
力
養
成
科
目

Lv
.1

-3
（
環
境
・
心
理
・

経
営
・
法
学
e
tc
.）

海
外
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

【
長
期
】

Lv
.4

（
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
開
発
拠
点
【
海
外
】
）

研
究
群
共
通
科
目

Lv
.1

-3
（
工
学
関
連
科
目
）

修
士
（
工
学
）
（
特
定
課
題
研
究
）

指
導
教
員
の
助
言
に
よ
り

学
生
自
ら
が
履
修
計
画
を
立
案

履
修
状
況
は

達
成
度
評
価

で
チ
ェ
ッ
ク

現
代
社
会
の
課
題
を
見
据
え

て
社
会
還
元
で
き
る
能
力

リ
ス
ク
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
学
に

関
す
る
高
度
な
技
術
と
知
見

科
目
の
レ
ベ
ル
に
応
じ
た

ポ
イ
ン
ト
が
設
置
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［機密性2／本学教職員限り］ 様式１　

２０２０年度

10. 受入学生数 年／10名（5年計 50名）

千円

９．　受入開始日

３． 設定する領域

関連する領域（１）
【任意】

関連する領域（２）
【任意】

６． 連合大学院又は共同教育課程による申請の場合、その別　※ 該当する場合には○を記入

連合大学院

レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（セコム株式会社、大日本印刷株式会社、日本電気株式会社、ス
リーエムジャパン株式会社、一般財団法人DRIジャパン、一般財団法人電力中央研究所、一般財団法人日本
自動車研究所、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所電子航法研究所、国立研究開発法人産業技術
総合研究所、国立研究開発法人防災科学技術研究所、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研
究所、國家災害防救科技中心（台湾））、国立台湾大学、グルノーブル大学、チリ大学、東急ファシリティ
サービス株式会社、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構、
働く人への心理支援開発研究センター、鹿島アントラーズ、関彰商事株式会社、つくば市、つくばみらい
市、常総市、在チリ日本国大使館、株式会社常陽銀行、関東鉄道株式会社

2021年4月1日

共同教育課程

７． 連携先機関名（他の大学、民間企業等と連携した取組の場合の機関名、研究科専攻等名）

８．　補助金申請額（初年度
額）

549,900

遠藤　靖典（システム情報系・教授）

５．
　筑波大学大学院
　　理工情報生命学術院　システム情報工学研究群

生命地球科学研究群　環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム

【教育を行う研究群・学位プログラム】（調整中）
　　理工情報生命学術院　システム情報工学研究群

社会工学学位プログラム、サービス工学学位プログラム、
リスク・レジリエンス工学学位プログラム、情報理工学位プログラム、
知能機能システム学位プログラム、構造エネルギー工学学位プログラム、
エンパワーメント情報学プログラム

　　理工情報生命学術院　生命地球科学研究群
環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム

　　人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
法学学位プログラム、経営学学位プログラム

　　人間総合科学学術院　人間総合科学研究群
心理学学位プログラム、カウンセリング学位プログラム、
カウンセリング科学学位プログラム

卓越大学院プログラム　プログラムの基本情報（学内審査用：所定様式）

Human Resource Development Program to Realize Sustainable Resilient Society

学生の所属す
る
専攻等名

（主たる専攻等がある
場合は下線を引いてく
ださい。）

４．

ふりがな えんどう　やすのり

氏名（所属・職名）

プログラム
コーディネー

ター

１．

２．

持続可能なレジリエンス社会を実現する人材育成プログラム

最も重視する領域
【必須】

授与する博士
学位分野・名
称

博士（工学）

プログラム名称

英語名称

関連する領域（３）
【任意】

②社会において多様な価値・システムを創造するような、文理融合領域、学際領域、新領域
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［機密性2／本学教職員限り］ 様式１　

矢野　博明

澁谷　長史

システム情報系（システム情報工学研究群・構造エネルギー工学学位プログラム担当）・准教授

システム情報系（システム情報工学研究群・リスク・レジリエンス工学学位プログラム担当）・准教授

システム情報系（システム情報工学研究群・リスク・レジリエンス工学学位プログラム担当）・准教授

システム情報系（システム情報工学研究群・リスク・レジリエンス工学学位プログラム担当）・准教授

システム情報系（システム情報工学研究群・リスク・レジリエンス工学学位プログラム担当）・准教授谷口　綾子

梅本　通孝

面　和成

1

氏名

１１．

12

機関名・所属(研究科・専攻等)・職名

プログラム担当者一覧   

システム情報系（システム情報工学研究群・リスク・レジリエンス工学学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・リスク・レジリエンス工学学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・リスク・レジリエンス工学学位プログラム担当）・教授

2 遠藤　靖典 システム情報系（システム情報工学研究群・リスク・レジリエンス工学学位プログラム担当）・教授

番号

セコム株式会社IS研究所リスクマネジメントグループ・グループリーダー（Sub拠点リーダー）

（プログラム責任者）

（プログラムコーディネーター）

林　春男

阿部　豊
筑波大学副学長（企画評価・学術情報担当）
システム情報系（システム情報工学研究群・構造エネルギー工学学位プログラム担当）・教授

防災科学技術研究所・理事長（Sub拠点リーダー）

甘利　康文

30

29

15

16

17

24

28

25

26

27

18

19

20

21

22

23

山本　亨輔

庄司　学

松島　亘志

境　有紀

13

14

11

3

4

8

9

10

5

6

7

鈴木　健嗣

合原　一究

北原　格 計算科学研究センター（システム情報工学研究群・知能機能システム学位プログラム担当）・准教授

武若　聡

大楽　浩司

白川　直樹

伊藤　誠

鈴木　勉

システム情報系（システム情報工学研究群・構造エネルギー工学学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・構造エネルギー工学学位プログラム担当）・准教授

岡島　敬一

システム情報系（システム情報工学研究群・知能機能システム学位プログラム担当）・助教

システム情報系（システム情報工学研究群・知能機能システム学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・構造エネルギー工学学位プログラム担当）・助教

システム情報系（システム情報工学研究群・構造エネルギー工学学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・知能機能システム学位プログラム担当）・准教授

システム情報系（システム情報工学研究群・知能機能システム学位プログラム担当）・准教授

システム情報系（システム情報工学研究群・情報理工学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・情報理工学位プログラム担当）・助教

藪野　浩司

古賀　弘樹

櫻井　鉄也

掛谷　英紀

大矢　晃久

今倉　暁

システム情報系（システム情報工学研究群・構造エネルギー工学学位プログラム担当）・准教授

西出　隆志

システム情報系（システム情報工学研究群・構造エネルギー工学学位プログラム担当）・教授

延原　肇

システム情報系（システム情報工学研究群・知能機能システム学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・知能機能システム学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・情報理工学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・知能機能システム学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・情報理工学位プログラム担当）・准教授
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［機密性2／本学教職員限り］ 様式１　

人間系（人間総合科学研究群・カウンセリング科学学位プログラム、カウンセリング学位プログラム担当）・教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・准教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・准教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・准教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・准教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・准教授

（未　定） 人間系（人間総合科学研究群・カウンセリング科学学位プログラム、カウンセリング学位プログラム担当）

人間系（人間総合科学研究群・心理学学位プログラム担当）・教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・准教授

原田　悦子

38

39

41

40

44

34

36

37

大塚　章男

51 岡田　昌毅

倉橋　節也

秋山　英三

作道　真理

藤川　昌樹

吉瀬　章子

辻村　真貴

礒田　博子

50

35 雨宮　護

Phung-Duc Tuan

54 （未　定）

31

32

33

１１．

人間系（人間総合科学研究群・カウンセリング科学学位プログラム、カウンセリング学位プログラム担当）・准教授

ビジネスサイエンス系（ビジネス科学研究群・経営学学位プログラム担当）・准教授

52

潮海　久雄

津田　和彦 ビジネスサイエンス系（ビジネス科学研究群・経営学学位プログラム担当）・教授

ビジネスサイエンス系（法曹専攻担当）・教授

55

56

藤　桂

木野　泰伸

システム情報系（システム情報工学研究群・情報理工学位プログラム担当）・教授

53

番号 氏名

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・社会工学学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・社会工学学位プログラム担当）・准教授

システム情報系（システム情報工学研究群・社会工学学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・情報理工学位プログラム担当）・教授

生命環境系（生命地球科学研究群・環境学学位プログラム、環境科学学位プログラム担当）・教授

プログラム担当者一覧（続き）   

システム情報系（システム情報工学研究群・情報理工学位プログラム担当）・教授

機関名・所属(研究科・専攻等)・職名

亀山　啓輔

國廣　昇

システム情報系（システム情報工学研究群・社会工学学位プログラム担当）・准教授

システム情報系（システム情報工学研究群・社会工学学位プログラム担当）・教授

システム情報系（システム情報工学研究群・社会工学学位プログラム担当）・准教授

加藤　和彦

46

47

48

49

張　振亜

山路　恵子

松井　健一

水野谷　剛

ヤバール・ヘルムート

清水　和哉

内田　太郎

45

雷　中方

42

43

人間系（人間総合科学研究群・カウンセリング科学学位プログラム、カウンセリング学位プログラム担当）

山田　雄二 ビジネスサイエンス系（ビジネス科学研究群・経営学学位プログラム担当）・教授

ビジネスサイエンス系（ビジネス科学研究群・経営学学位プログラム担当）・教授

58

57

ビジネスサイエンス系（ビジネス科学研究群・法学学位プログラム担当）・教授

59

60
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［機密性2／本学教職員限り］ 様式１　

レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所・機械システム
安全研究グループ・主任研究員）

73 山本　博巳
レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（一般財団法人電力中央研究所・テクノロジープロモーションユニット・上
席研究員）

62 弥永　真生 ビジネスサイエンス系（ビジネス科学研究群・法学学位プログラム担当）・教授

63 内田　信行 レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（一般財団法人日本自動車研究所・安全研究部・安全基盤グループ長）

61

66

67

68

レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（セコム株式会社・IS研究所・サイバーセキュリティグループ・主任研究
員）

レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（国立研究開発法人防災科学技術研究所・総合防災情報センター・センター
長）

71

（未　定）

藤原　広行

酒井　直樹

臼田　裕一郎

島岡　政基

レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（国立研究開発法人防災科学技術研究所・防災システム研究センター・主任
研究員）

レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（國家災害防救科技中心（台湾））

69

70

74

レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（国立研究開発法人防災科学技術研究所・観測・予測研究領域・水・土砂防
災研究ユニット・主任研究員）

72 田原　聖隆
レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（国立研究開発法人産業技術総合研究所・安全科学研究部門・IDEAラボ・グ
ループ長）

65 岡部　康平

加藤　和彦
レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（国立研究開発法人産業技術総合研究所・太陽光発電研究センター・上級主
任研究員）

ビジネスサイエンス系（ビジネス科学研究群・法学学位プログラム担当）・教授

レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（国立研究開発法人産業技術総合研究所・自動車ヒューマンファクター研究
センター・行動モデリング研究チーム・チーム長）

平嶋　竜太

佐藤　稔久

64 安部　原也 レジリエンス研究教育推進コンソーシアム（一般財団法人日本自動車研究所・安全研究部・研究員）

１１．プログラム担当者一覧（続き）   

氏名 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名番号
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２０20 年度 

卓越大学院プログラム 計画調書（学内審査用：所定様式）

（１）プログラムの全体像【１ページ以内】 
（申請するプログラムの全体像を１ページ以内で記入してください。 

災害大国である我が国においては、俯瞰的な見地からのリスク管理と、被害を最小限に止め、求め
られる機能を維持提供し続け、災害後のシステムを迅速に元の機能に回復するための方策が不可欠
である。そして、それらの対策が成ったとき初めて強靭な社会、即ちレジリエンス社会が実現し、現
在我が国が進めている Society 5.0 の到来が現実のものとなる。そのためには、様々な専門家が、
分野を横断し、学際的見地から取り組まなければならないが、そのような専門家集団は国内外にほ
とんどおらず、そもそもサイバー攻撃等を含めた広義の災害を俯瞰的に扱う学問体系が存在しない。 
<本プログラムで育成すべき博士人材像> 

そこで本プログラムでは、様々な災害・状況におけるリスクの分析・評価とその結果に基づくレジ
リエンス（ダメージからの回復力、元の機能を維持する持続力）の実現に対して、科学的方法により
アプローチする学際的な学問体系を「リスクレジリエンス学」として位置付ける。リスクレジリエン
スの実現のためには、「危うさの迅速かつ正確な把握」「損害を最小にする沈着冷静な判断」「機能回
復に向けた協調性のある合理的な対応」が要求される。そのため、リスクレジリエンス学は、人間力
（知的能力的要素、自己制御的要素、社会・対人関係力的要素）も同時に涵養する学問となる。具体
的には、産学官連携の下でリスクレジリエンス学に関する高度な技術と知見を身に付け、現実社会
の問題を見据えて教育研究成果を社会還元できる人材を育成するとともに、深い理論的基盤に基づ
く研究能力と高度な技能・実践力を有するアカデミックなグローバル人材を養成する。
<卓越性・構想の実現可能性・継続性及び発展性・実効性>

本プログラムの卓越性は、①独自の協働大学院方式による教育体制、②学年進行に囚われないカ
リキュラム、③キャリアパスの確立にある。

①まず、本プログラムの教育研究活動は、大学と企業・研究機関・地方自治体との強力な産学官連
携に基づく協働大学院方式により実施する。ここで言う協働大学院方式とは、企業・研究機関・地方
自治体・大学が同じ目的の研究開発を行うためにコンソーシアムを設置し、その中に製品・サービス
開発拠点、研究拠点、教育研究拠点を設け、インターンシップや PBL学修を参画機関内で積極的に行
うことにより、リスクレジリエンス学を高度に身に着けた卓越人材を育成する方式であり、防災科
学技術研究所とセコム株式会社を参画機関の核（サブ拠点）に位置付ける独自の体制とする。更に、
参画機関の代表者等によって構成された連携協議会を学位プログラムとコンソーシアムの間に設置
し、学位プログラムの掲げる人材養成目標や社会が要請する課題に合致する研究者の学位プログラ
ム教員候補としての選出、社会のニーズに即した教育課程編成の提案、入試協力、コンソーシアムの
拠点認定等を行うことにより、産学官連携を強力に推進する。また、定期的に学位プログラムの活動
を検証し、提言を行う組織として、学位プログラム活動評価委員会を別途置く。
この協働大学院方式により、コンソーシアムの参画機関からの客員教員による研究指導・授業科

目担当のみならず、コンソーシアムを通じた特色あるインターンシップ（後述）によって、本プログ
ラムの学生は実践的な学問を学修することができ、さらに、社会のニーズを迅速に本プログラムに
反映させることが可能となる。即ち、協働大学院方式は、単なる大学と他機関との連携に留まらず、
コンソーシアムが学位プログラムの実質的な運営母体となる点で、今後の産学官連携教育のモデル
となり得る。本プログラムの参画組織の 1 つであるリスク・レジリエンス工学学位プログラムは、
2017年に設置されたレジリエンス研究教育推進コンソーシアム（R2EC）と共に、既に協働大学院方
式による教育体制を有している。本プログラムの運営母体として設立されるレジリエンス卓越コン
ソーシアム（仮称）は R2EC を含むため、本プログラムにおける実行性・継続性には全く問題がない。
連携先機関の中には海外の機関も含まれ、今後も海外参画機関の増加を想定していることから、国
際性の涵養にも資する。本プログラムの教育課程には、取組組織であるシステム情報工学研究群の
持つ学際性を活かし、経営学を含む「社会・都市」、環境学を含む「環境・エネルギー」、情報セキュ
リティを含む「情報システム」、AI・心理学を含む「リスクレジリエンス基盤」の各分野を設けるが、
後述する学年進行にとらわれないカリキュラムにより、学生独自の分野を作り上げることも可能で
ある。

②次に、本プログラムでは殆どの科目には履修すべき年次を設けない。学生は自らの学修レベル
と将来のキャリアパスを見据えつつ、指導教員と相談しながら、自分自身に相応しい履修モデルを
模索する。各科目にはレベルとコンピテンス毎のポイントが設けられ、学生は単位取得時にレベル
に応じたポイントを獲得し、本学が全国で先導的に取り組んでいる達成度評価システムによって自
身の達成度を測ることができると同時に、教育の質が保証される。また、授業科目には、複数のコン
ソーシアム参画機関を廻って実学としてのリスクレジリエンス学を学修する中期のサーキットイン
ターンシップ、商品開発等の職種を望む学生のためのコンソーシアム国内参画機関による長期の PBL
インターンシップ、グローバルな俯瞰力を身に着けたい学生のための海外の製品・サービス開発拠
点における長期の海外インターンシップ、国内で研究者のキャリアを望む学生のためのデュアル・
ディグリー・プログラム（修士）、海外でグローバルに活躍したい学生のためのコンソーシアムの海
外参画機関や国際交流協定を締結している機関によるダブル・ディグリー・プログラム(Ph.D.)が用
意される。

③以上の、産学官連携による独自の協働大学院方式と、特色あるインターンシップを含む学年進
行に囚われないカリキュラムにより、学生は各々の進路に合致する学修と博士課程に相応しい知見
を涵養すると同時に、修了後のキャリアパスをより確固としたものにすることができる。 
本プログラムは、「産学官の紐帯をより強固にした独自の協働大学院方式による大学院教育」の点

からこれまで例のない取り組みであり、上述のような産学官連携による教育体制により、リスクレ
ジリエンス学を高度に身に付けた卓越人材の輩出に大きな効果が期待できる。また、修了後のキャ
リアパスの確立のみならず本学の方針および中期計画とも合致しており、持続的な発展が見込める。 

※全体像が分かるポンチ絵を別紙で添付してください。
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